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　1　本年度の狙
　経済成長率が著しく変化して以来，空間構造に対す
る政策は大きな変化を遂げようとしている。これは第
一に従来からの諸政策の重点が変化しようとしている
ためである。第二は地方政府の財政が著しく赤字に転
落し，従来の成長を予定した税収を当てにした財政運
営が出来ず，支出活動が大きく制約されるに至ったこ
と。第三に地域の住民の社会的選好や価値欲求が大き
くゆれ動いているためである。
　本年度は以上の諸点を関係づけながら，自治体の財
政の実状を調べ，特に地方財政危機の実態を把握する
ことに努めた。
　2　研究概要
　わが国の地方財政は地域経済の不均整成長故に大き
く変化を来している。そのスピードが落ちたとは云
え，東京一大阪を中心とする，またその延長線上にあ
る太平洋岸ベルト地帯に人口の集中は止まず，都市化
は大きく進展し，高密度社会化に向う傾向は強く，相
対的所得水準も高くなっているのが，これまでの実状
である。この動きの逆は人口流出に悩む一次中心の地
域である。地域の財政はこの双方の地域で特に新しい
活動の必要から拡張の道を辿らなければならなかっ
た。人口集中地域では新規流入人口のための都市基盤
の整備に始まり，必要とする公共財の準備にふりまわ
される。その上に，中心都市指向型の社会的欲求や価
値欲求に財政は新しい対応をせまられる。他方人口流
出地域では過疎化防止のための政策にあらゆる財政手
段を講じようとする。これは現在過疎地区ではなくと
も，その可能性のある地域では同じような対策がとら
れる。
　この結果，いつれの地域においても大なり小なり財
政的には相当背延びをした運営が図られたのである。
ただ大都市では，財政的には相対的に豊かであるため
に，行政機構や人員を著しく拡大させて，社会的欲
求，価値欲求に対応させてきた。このことが大きな財
政的危機を造るし，この動きと類似的行動をした他の
市町村でも同じ結果をもたらせた。
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　もともと地域間財政力水準の乖離は中央による制度
介入があり緩和策もある。ところが地域経済の不均製
成長が大きく加速されると，行政上のギャップの補墳
を行うべき制度それ自体がうまく機能することが出来
ず，ある時点で部分解の累積を行うだけである。社会
的欲求が福祉最優先の論理となって現われると，従来
からの予算の配分を変更して，福祉優先の予算へと転
換するようになった。この事は同時に支出弾力性をも
失はせてしまった。高まる福祉欲求には現在の財源で
はまかなうことが出来ず，中央により大きな財源を求
める一方，他方では現行の地方自治法，地方税法等を
自治体が独自に拡張解釈して課税額を高めようとする
動きを示した。またこれ以外では借金の拡大がある。
これらの動きは塙福祉高負担”の声のもとで強く現
われたのである。
　このような動きの中に，世界的なEco－spasmが発生
したのである。このEco・spasmと云う語はA．　ToMer
の創った用語であるが，これは現在の世界的な経済の
ゆき詰りを，人間のよって立つ基盤それ自体のふるえ
からくるものであるとの考えに立っているのである。
　筆者はこうしたEco－spasmから発生した諸力が現
代の財政危機を造り出した大きな要因であると考え，
この財政現象を名づけて，Fiscal・spasmとした。
　Fiscal－spasmを発生させるものは何かと云うと，
それは第一にA．ToMerの示したEco－spasmであ
る。第二は，先の分析で示した財政機構それ自体が弾
力性を失った構造である。
　Fiscal－spasmが発生してくると，中央及び自治体は
当面の拡張的政策を停止し，他方従来からの政策も再
検討せざるを得なくなる。税収は，Eco・spasmで大ぎ
く減収に転じ，自治体の自主財源も大きく低下する
が，その不足分を中央に求めることが困難になる。又
借金にしても，容易に拡張は出来ない。このために，
これまで拡張していた行政機構にメスを入れ，人件費
の削減や機構それ自体の合理性が追求されるようにな
る。また支出活動全体についても同様な検討が必要と
なのである。
　Fiscal－spasmは財政運営に関して大きな反省を与え
ていると云える。ここから今までとは異った財政運営
の展開が始まることになる。その第一は健全財政主義
であろう。第二は，Eco－spasm対処療法の財政であろ
う。第三は拡張主義的財政運営の反省に立つ長期財政
運営であろう。
　これらの点については今後一そうの研究と調査が必
要となろう。
47
?
